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1.??
　2011 年 3 月 11 日に日本周辺での観測史上最
大となる東北地方太平洋沖地震が発生し、その
地震の影響とこれに伴う津波、さらには全電源
喪失による東京電力福島第一原子力発電所の事
故など、多くの被害をもたらし、その影響は今
なお続いている。地震の震源は東西約 200 km、
南北約 500 km という広範囲に及び、地震とし
ての規模はマグニチュード 9.0、最大震度は 7
平成 25 年 1 月 7 日受理
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を記録した。さらにこれによって発生した津
波は場所によっては波高 10 m、遡上高は 40 m
を超え、家屋や道路などの倒壊、流失や、人的
被害も甚大な物であった。震災による死者行方
不明者は約 19,000 人にのぼり、被害額は直接
的な被害だけでも 16 ～ 25 兆円規模であると試
算されている。これらの被害は、
　震災による直接的なダメージに加え、その後
の復旧作業等の難航も少なからず影響している
と考えられる。その原因の一つとして、状況把
握の遅れが挙げられる。災害時の状況把握は通
常、被災地域を管轄する地方自治体が主導する
が、東日本大震災においては、その地方自治体
すらも機能できないほどの甚大なダメージを受
けてしまった。また、被害範囲の広大さも状況
把握を困難にした原因の一つと考えられる。地
上が壊滅的なダメージを受け、道路も分断され
ている状況では、上空からの現状把握が最も有
効ではあるが、今回はヘリコプターや航空機に
よる観測で把握できる範囲を大きく上回るエリ
アが被災地となったことで、全容の把握に時間
がかかってしまった。今後同様の大規模災害が
発生した場合に迅速に状況把握を行うことがで
きる方法を確立しておくことは、防災・減災へ
の対策として重要な意味を持つ。
　そこで本研究では、こうした問題を踏まえて、
迅速に広範囲の状況を把握できる手法として、
衛星リモートセンシング技術による被害状況解
析法の開発を行った。さらにその解析法を用い、
東日本大震災における広域の被害状況について
解析を行った結果を報告する。
2.???????????
　測定機材が直接対象に触れない測定方法を、
一般にリモートセンシングと呼び 1）、用いる測
定系により測定できる内容や範囲も異なる。そ
の中でも、測定機材として人工衛星を用い、宇
宙空間から地表の測定を行うことを衛星リモー
トセンシングと呼ぶ。人工衛星は上空 700 ～
800km 付近（極軌道衛星など）や 35,786km 付
近（静止衛星など）で地球を周回しており、搭
載センサーにより数十 km から数千 km の観測
幅を持っているため、一度に広範囲の地表情報
を得ることができる 2）。人工衛星を用いた観測
は、広域性や継続性、耐障害性という点で他の
リモートセンシング技術に比べても大きな優位
性を有している。そのため、被災地域が広域に
わたる場合の状況把握には適していると考えら
れる 3-4）。この技術により早期に災害状況の把
握が可能になれば、救助・復旧に大きく寄与で
きると考えられる。
2.1 ?????????????????
　一般に環境観測衛星は、可視から赤外域の波
長帯にまたがる光学画像を撮影できる光学セン
サー 5-6）や、マイクロ波合成開口レーダーによ
る干渉計を備えている。地表の凹凸を把握する
ためには合成開口レーダーが適しており、地表
の環境変化といった、より具体的な状況把握に
ついては光学センサーが優れている。本研究で
は特に、地表の環境変化をとらえて影響を把握
するという目的から、光学センサーを用いた観
測を用いている。
　光学センサーによる環境解析性能としては、
大きく 3 つの要素で決まる。1 つめは空間分解
能（または空間解像度）である。センサーは受
光素子をマトリクス上に配置し、観測データを
デジタル画像の形で信号化するが、その際の 1
画素あたりが表す面積を空間分解能と呼ぶ。2
つめは観測波長帯である。一般に観測波長帯ご
とに対応できる地表環境が決まっており、衛星
のミッションもそれに応じて決まっている。可
視光帯付近では光学画像や地形解析、植生解析
など、近赤外から中間赤外帯では主に大気、熱
赤外帯では温度測定などが可能である。3 つめ
は波長分解能であり、観測波長帯をいくつのバ
ンドに分けて観測できるかである。これらの性
能は、特に空間分解能と観測波長帯がトレード
オフである場合が多い。そのため地表観測衛星
— 99 —
衛星リモートセンシング技術による東日本大震災の被害状況解析（佐々木・藤田）
は大きく高解像度衛星（可視～近赤外）と環境
観測衛星（可視～熱赤外）に分けられる。本研
究では特に環境観測衛星を用いている。
　光学センサーを用いた環境解析は大きく分け
ると吸収スペクトルを用いる方法と、大気成分
に吸収されにくい大気窓領域を用いる方法に分
けられる。前者は地表や大気中のガス成分の分
析や水蒸気量の推定に用い 7-8）、後者は温度数
位邸などに用いる。本研究では後者の窓領域を
使った者が主となるが、大気補正を行う際には
一部吸収スペクトルによる大気成分推定も含ま
れている。
2.2 ?????????
　八戸工業大学では、2003 年度に県境産業廃
棄物不法投棄現場の環境解析を目的に、アメリ
カ航空宇宙局（NASA）の地球観測衛星 Terra
および Aqua に搭載されている中分解能撮像
分 光 放 射 計（Moderate Resolution Imaging 
図 1　受信設備の概要
表 1  MODIS の概要
開発機関 NASA/GSFC
観測幅 2330km
観測頻度 4 ～ 6 回 / 日
量子化 12bits
高度 705km
軌道 太陽同期、回帰日数 16 日、約 98.9 分／ 1 周回
主用途 バンド数 波長 [nm] 分解能
陸 / 雲 / エアロ
ゾル境界
band1 赤　 620-670
250m
band2 近赤外 841-876
陸 / 雲 / エアロ
ゾル
band3 青 459-479
500m
band4 緑 545-565
band5 1230-1250
band6 中間赤外 1628-1652
band7 中間赤外 2105-2155
海色 / プランク
トン / 生物地球
化学
band8 青 405-420
1000m
band9 青 438-448
band10 青 483-493
band11 緑 526-536
band12 黄緑 546-556
band13 赤 662-672
band14 赤 673-683
band15 近赤外 743-753
band16 近赤外 862-877
大気 / 水蒸気
band17 近赤外 890-920
1000mband18 近赤外 931-941
band19 近赤外 915-965
表面／雲温度
band20 中間赤外 3660-3840
1000m
band21 中間赤外 3929-3989
band22 中間赤外 3929-3989
band23 中間赤外 4020-4080
大気温
band24 中間赤外 4433-4498
1000m
band25 中間赤外 4482-4549
巻雲 / 水蒸気
band26 中間赤外 1360-1390
1000mband27 中間赤外 6535-6895
band28 中間赤外 7175-7475
雲 band29 中間赤外 8400-8700 1000m
オゾン band30 中間赤外 9580-9880 1000m
表面／雲温度
band31 熱赤外 10780-11280
1000m
band32 熱赤外 11770-12270
雲頂高度
band33 熱赤外 13185-13485
1000m
band34 熱赤外 13485-13785
band35 熱赤外 13785-14085
band36 熱赤外 14085-14385
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Spectroradiometer, MODIS）の受信設備を整
備し、運用を続けている 10-14）。受信設備は直
径 2.4m の X-Band パラボラアンテナ（Radome
付き）を本館屋上に有し、衛星情報解析室に
て受信および基本プロダクトの作製を行って
いる。さらに 2011 年度にはアメリカ海洋大気
庁（NOAA）の気象衛星 NOAA シリーズや欧
州航空宇宙機構（ESA）の気象衛星 MetOp の
L-Band 受信設備も整備した。図 1 に受信設備
の概要を示す。
?2.3 ?????????
　本学で受信しているセンサーの概要について
説明する。なお、センサー名の表記はセンサー
名 / 搭載衛星名の形式で示す。
　（1） MODIS/Terra, Aqua
　NASA の地球観測衛星 Terra （EOS AM1）
および Aqua （EOS PM1）に搭載されている中
分解能撮像分光放射計（Moderate Resolution 
Imaging Spectroradiometer, MODIS） は、 観
測 波 長 帯 405 ～ 14,385 nm、 波 長 分 解 能 36 
Band の光学センサーで、陸域、海域、大気の
幅広い環境観測に応用できる。空間分解のは
Band 1、2 が 250m、Band 3 ～ 7 が 500m、そ
れ以外は 1km である。上空 705km の太陽同期
極軌道を 98.9 分で周回する衛星で、日本上空
における観測頻度は 2 機合わせて 4 ～ 6 回 / 日
である。観測幅は 2330km と非常に広く、軌道
があっていれば日本列島全体を一度に撮影でき
る。データの送信は X-Band 帯で、1 画素あた
り 12 bits、直接ダウンリンクの転送レートは
105 Mbps である。表 1 に概要をまとめる。
　（2） AVHRR/NOAA, MetOp
　 改 良 型 超 高 分 解 能 可 視 赤 外 放 射
計（Advanced Very Hight Reso lut ion 
Radiometer, AVHRR）は、アメリカの極軌道
衛星シリーズ NOAA および欧州の気象衛星
MetOp に搭載されている可視 / 赤外放射計で
あり、580 ～ 12,500nm の観測波長帯を持ち 6
バンドの波長分解能、1km の空間分解能を持っ
ている。現在 NOAA-15, 16, 18, 19 と MetOp-B
の合計 5 機が運用されており、5 機で 1 時間に
1 回程度日本上空を通過する。センサーの用途
としては大気観測が主だが、可視波長付近は陸
域、熱赤外域は海面温度の観測にも応用できる。
データ転送は L-Band で、1 画素あたり 10bits、
ダウンリンクの転送レートは 665.4kbps であ
る。表 2 に以下に概要をまとめる。
3. ?????????
3.1 ????????
　災害発生による大規模な影響として、家屋・
建築物の倒壊、傾斜面の崩落、陸域の浸水、地
表面の被覆物の変化などが考えられる。通常で
あればその変化は小さく、高解像度衛星による
観測で注意深く見なければ把握できないが、大
規模災害時には影響範囲が大きく、その他の衛
星による観測結果にもある程度優位な差として
現れる。その中でも一般的な環境情報として、
災害により影響を受ける可能性のあるものを以
下に示す。
?1? ????????
　植生指数とは、地表面の植物活性度を示す指
標であり、特に一般的に広く用いられている
表 2　AVHRR の概要
開発機関 NASA
観測幅 2700km
観測頻度 20 ～ 25 回 / 日
量子化 10bits
高度 800-900km
軌道 太陽同期、回帰日数 29 日、約 101 分／ 1 周回
主用途 バンド数 波長 [nm] 分解能
昼間の雲、氷、雪 band1  可視 580-680
1.1km
昼間の雲、水、植生 band2  近赤外 725-1100
雲と氷の識別、地表 band3A 近赤外 1570-1640
熱源、夜間の雲 band3B 中間赤外 3550-3930
海面温度、昼夜の雲 band4  熱赤外 10300-11300
海面温度、昼夜の雲 band5  熱赤外 11500-12500
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のは正規化植生指数（Normalized Diﬀ erence 
Vegetation Index, NDVI）という指数であり、
植物の赤色光吸収特性と高い近赤外線反射特性
から以下の式のように求められる。
???
ここで、IIR は近赤外線、IR は赤色光の分光放
射輝度 [Radiance = Wm-2μm-1sr-1] を表してい
る。この波長帯については数多くの人工衛星搭
載センサーが観測できる波長帯であることか
ら、幅広い応用が可能である 15-18）。
　災害による影響としては、地表面の崩落、津
波による浸食などの影響が広範囲にわたれば、
地表面の植生状況に大きな変化を生じると考え
られる。実際に東日本大震災においても、津波
により陸地が削られたり、逆に倒壊した家屋の
土台の周辺に雑草が生い茂るなどの変化が見ら
れており、植生の変化をとらえることで影響の
有無を判断できると考えられる。
?2? ????????
　 地 表 温 度（Land Surface Temperature, 
LST）は、夜間の地表温度に日中の太陽放射に
よる温度上昇が加わり形成されている。この温
度をリモートセンシングにより計測する場合、
主として物質の温度を持つ物体が発する赤外領
域の輻射を用いる 19）。地表温度 TS の際の輻射
L は以下の式に示す Planck 輻射則によって表
される。
 [Wm-2μm-1sr-1]　　（２）
ここで、λは波長、h（=6.626068 × 10-34m2kg/
s） は Planck 定 数、c（=2.99792458 × 108m/
s）は光速、kB（= 1.3806503 × 10-23m2kgs-2K-1）
は Boltzmann 定数である。地表からの輻射は
さらに地表面での被覆物による表面放射率ελ、
および大気成分による大気透過率τλの影響を
受け、実際に衛星が観測する分光放射強度は
TB を輝度温度として、
???
となる。このうち、大気透過率については、大
気の窓領域と呼ばれる、大気成分の吸収がほと
んどない領域を用いることで影響を抑えること
ができる。式（2）、（3）から、衛星が観測する
輝度温度と地表温度は
???
の関係になる。このように、地表温度は表面の
被覆物によって影響を受けることから、災害に
よる建造物の倒壊、津波による移動、喪失など、
あるいは植生の大幅な減少など、表面状態の変
化を伴う災害時に影響が現れると思われる。
?3? ????????
　海面温度（Sea Surface Temperature, SST）
は、主として海流による温度変化と太陽光によ
る温度上昇により決まる。海水温の上昇は主に
漁場の把握や、発電所・工場などの温排水によ
る影響評価などに用いられる 20）。海面温度も
地表温度と同様に熱赤外域の輻射を基に計算さ
れるが、水面の反射率が 100% に近いために大
気の輻射成分の反射も含まれることから、その
補正も含めるとおおむね以下のような式で示さ
れる。
???
このうち、Tnn は Band nn の輝度温度、θは
観測角、kn は衛星に依存する係数で、表 3 の
表 3　SST の衛星に依存する係数
Satellite
Coeﬃ  cients
k0 k1 k2 k3
Aqua 1.152 0.96 0.151 2.021
Terra 1.052 0.984 0.13 1.86
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通りである。
海面温度の元となる要素のうち、海流について、
津波などの大規模災害によるがれきの海中引き
込みによって影響を受けた場合、二次的に海面
温度に影響を与える可能性が考えられる。
?4? Chlorophyll-a??????
　Chlorophyll-a 濃度は、海中の植物プランク
トンの活動指標で、主に水域の汚染度を評価す
るのに利用されている。衛星からの観測は、直
接観測ではなく、Chlorophyll-a 濃度が高い場
合の海色の変化を捉えることで濃度を推定し
ている。Chlorophyll-a 濃度 DCHLa は、Rn を各
Band n の表面放射率として以下の式により与
えられる。
???
???
津波により海中に瓦礫が引き込まれた場合、本
来海中には存在しない物質が沿岸部の海底に堆
積する。これにより海洋環境が変化すれば植物
プランクトンの活性にも影響する可能性が考え
られる。
3.2 ?????????
　災害の影響を調べる手法として、災害発生前
後の環境解析画像の差分をとることが有効であ
る。特に地表環境は本来数日程度では大きく変
化しないことから、災害による影響を容易に抽
出できる。差分画像を作製するに当たり、画像
に対して適切な前処理を行う必要がある。
?1? ???????????
　画像間の差分を取る上で、基本的活重要なこ
とは、「変化していない場所に差分が残らない」
事である。そのためには変化のない箇所の輝度
を合わせておく必要がある。そのための処理が、
ヒストグラムマッチングである。ヒストグラム
マッチングは、比較領域の画像ヒストグラム（輝
度値対ピクセル数グラフ）を作製し、二画像間
で最大値、平均値、最小値が概ね同程度になる
ように輝度・コントラスト調整を行うことであ
る。図 2（a）のように、全体にわたって輝度
の差が生じている。これは、たとえば地表温度
等の場合は季節によってこういった差が現れる
場合もあるが、震災による変化のように数日間
で急激な変化をした場合には当てはまらない。
通常こうした影響が出る場合、雲などの輝度の
高いエリアの存在や日射量が原因として考えら
れる。そこで、注目領域（図中の白い四角）に
対して、災害による変化が少ないと予想される
箇所のヒストグラムを一致させる処理を行う。
こうした準備を行うことで、変化した箇所のみ
を差分で抽出できるようになる。
?2? ??????
　光学画像の多くにおいて、水蒸気の塊である
雲は表面に於いて太陽光を強く反射し、また地
表放射を強く吸収するため、雲の下の地表環境
は解析できないか大きく精度が落ちる。そのた
め、通常はこういった雲の領域を除外して解析
を行う。画像中で雲を除去するには、まず雲領
域のマスクの作製を行う。雲領域は水蒸気によ
（ａ）処理前の画像
↓
（ｂ）処理後の画像
図 2　ヒストグラムマッチング
— 103 —
衛星リモートセンシング技術による東日本大震災の被害状況解析（佐々木・藤田）
る赤外吸収、および可視・近赤外光の反射を基
に判定できる。こうして作製したクラウドマス
クを元の画像に適用し、雲領域を除外する。
3.3 ??????????
　上記の処理を行った後、各環境解析画像の差
分画像を作製し、震災の影響の有無を解析する
流れを図 4 に示す。画像の差分を取り、差分画
素の数値を基に影響の有無や大きさを解析す
る。さらに、影響の強さを色の輝度に対応させ
てカラー画像と合成することで、状況を容易に
把握できるよう可視化を行う。
4. ???????????
　 提 案 し た 解 析 手 法 に よ る NDVI、LST、
SST、Chlorophyll-a 濃度の各解析結果を以下
に示す。なお、陸域については 3 月 8 日と 3 月
12 日の解析データを基に差分の作製を行い、
海域については海流等での変化が激しいため、
領域を海岸性沿いに絞り、災害発生前の過去
10 年間の概ね同一日の平均と災害発生後（3 月
12 日）のデータを用いて差分を作製した。
?1? NDVI??
図 4　震災影響解析のフロー
図 6 植生減少の様子（岩手県宮古市重茂）
図 5　NDVI 差分画像
図 7 　植生減少の様子（岩手県宮古市重茂）
（ｂ）元画像
図 3　クラウドマスク
（ｂ）クラウドマスク
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　NDVI の差分画像を可視化したものを図 5 に
示す。解析結果は概ねリアス式海岸などの地形
により他所よりも高い津波が観測された場所に
多く分布している。また、一部では都市部での
影響も見られる。これらの影響に関しては図 6、
7 に示すように、山肌が波により削られたり、
海水の塩分が残留した事による樹木の枯死など
が大きく影響している。都市部での影響は公園
図 8　LST 差分画像 図 11　SSTI 差分画像
図 12　Chlorophyll-a 濃度差分画像
図 9　地表被覆変化の様子（岩手県下閉伊郡山田町山田）
図 10 地表被覆変化の様子（岩手県下閉伊郡山田町大沢）
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や田畑のような植生が失われたことによるので
はないかと推定される。
?2? LST??
　LST の差分画像を可視化した面のを図 8 に
示す。解析結果は比較的人口の多い箇所に分布
している。これは、図 9、10 に示すように地震
および津波による家屋の倒壊や、舗装道路の喪
失など、人工構造物の変化によるところが大き
いと考えられる。
?3? SST??
　SST の差分画像を可視化したものを図 11 に
示す。解析結果としては沿岸部で変動は見られ
る物の、差分値が小さく、震災の影響とは断定
できない。これは多少の沿岸環境の変化にたい
しても、海流による温度変化の方が十分に大き
いためと考えられる。
?4? Chlorophyll-a??
　Chlorophyll-a 濃度の差分画像を可視化した
ものを図 12 に示す。差分の大きな箇所は沿岸
部に点在しており、特に津波の大きかった箇所
に分布しているとみられる。これは、津波によ
る土壌や瓦礫の海中への引き込みと関連してい
ることが疑われる。
2. ???????
　各解析結果について、それぞれの相関を取っ
た結果を表 4 に示す。
相関は以下の式で示す Pearson 積率相関係
数によって計算した。判断指標は表 5 の通り
である。この結果を見ると、特に植生変化と
Chlorophyll-a 濃度の相関が強く、また LST と
の相関もやや強い。これらの結果は、津波によ
る地表物の海中への引き込みが、海岸線沿いの
海洋環境に影響を与えるだけの量であることを
示唆している。
???
2.??
　本研究で提唱した解析手法により、東日本大
震災の被害状況の解析を行った。リアス式海岸
を始めとする沿岸部での植生の大幅な減少や、
都市部における人工構造物の倒壊・喪失の状
況が広範囲にわたることが確認できた。また、
Chlorophyll-a 濃度の変化がこれらの地表での
変化と呼応しており、津波による瓦礫引き込み
の影響も大きいことが確認できた。これらの結
果は、実際の現地の状況を反映しており、震災
影響の全体像をつかむ手法として有効であるこ
とが確認できた。更にスペクトル解析や土地利
用の GIS 情報、合成開口レーダーによる地形
解析等と併用しながら解析を進めることで、残
存している瓦礫の種類や量の推定にも威力を発
揮するものと期待される。また、今回の解析手
法は一般的な環境情報を基に構築しており、日
本国内はもとより、世界の様々な場所でも応用
が可能であると考えられる。このような災害状
況を解析する手法が一般化することで、災害に
よる被害を最小限に食い止め、いち早い復旧に
寄与できると考えられる。こうした事を踏まえ、
防災・減災の一端を担うべく、さらなる研究を
進めていく所存である。
表 4　陸域と海域の環境解析に関する相関
　 SST Chl-a
LST 0.23 0.26
NDVI 0.36 0.41
表 5　Pearson 積率相関係数の指標
￨r￨ 解釈
0.0 ～ 0.2 ほとんど相関関係がない
0.2 ～ 0.4 やや相関関係がある
0.4 ～ 0.7 かなり相関関係がある
0.7 ～ 1.0 強い相関関係がある
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　本研究は文部科学省の「大学等における地域
復興のためのセンター的機能整備事業」の支援
を受けて実施した。
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要　旨
　東日本大震災を受け、防災・減災への取り組みが活発化している中、早期の状況把
握の重要性が高まっている。本研究では、迅速な被害状況把握を衛星リモートセンシ
ング技術を用いて行うための解析手法を開発した。この解析手法を用いて、実際の被
害状況を解析した結果、沿岸部の植生減少や家屋倒壊による地表温度変化、津波がれ
きによる海洋環境の変化をとらえることに成功した。いくつかの場所については現地
調査を行い、植生の減少や地表被覆の変化が衛星解析結果とよく対応していることを
確認した。さらにこれらの解析結果について相関をとった結果、地表変化と海洋変化
に相関が見られ、津波による建造物破壊とがれきの海中引き込みというプロセスと一
致していることも確認された。これらをより詳細に解析することで、がれきの処理や
復旧復興に資すると考えられる。
キーワード	:	東日本大震災，衛星リモートセンシング，環境解析，災害状況把握

